
職場モビリティ・マネジメント（宇治市）：職場におけるモビリティ・マネジメントの実施

取組み内容 【モビリティ・マネジメント】
・ 社会実験は 2 ヵ年にわたって実施され、現在も取組みを継続している。
・ 1年目（平成17年度）は、自動車通勤者の交通行動の変化を促すために、事業所の協力のもとMM施策の一

つであるトラベル・フィードバック・プログラム（以下、TFP）を実施した。TFP とは、個別にコミュニケーションを図
りながら、人々の意識と行動の自発的な変化を促すプログラムのことであり、一度のコミュニケーションを実施
するTFPである「ワンショットTFP」を、宇治商工会議所に登録されている全ての事業所の約4,400名の職員を
対象に実施した。また、特に参加協力が得られた一部（235 名）を対象に、インターネットを活用しつつ複数回
コミュニケーションを図る「標準TFP」を実施した。以上に加え、「かしこいクルマの使い方を考える講演会」を開
催し、MM施策による実際の交通行動を計測するために交通量調査を実施した。

・ 2 年目（平成 18 年度）は、1 年目と同様に宇治商工会議所に登録されている全ての事業所職員を対象にワン
ショットTFPを実施し、MM施策による実際の交通行動を計測するために宇治地域の最寄り駅における鉄道乗
降客調査を実施した。ワンショット TFP および乗降客数の調査により、1 年目の効果の継続性と 2 年目の実験
効果を検証した。

地域と交通の状況 【交通の要衝】【道路交通渋滞】
・ 宇治市内には、JR西日本・京阪電気鉄道・近畿日本鉄道の各鉄道、京滋バイパスが通り、京都都市圏南部の

交通の要衝であるとともに、多くのバス路線が運行されている。
・ 市中心部の宇治地域においては、多くの事業所や市役所、商業施設など都市機能が集中していることから、

通勤時間帯を中心に主要交差点で渋滞が発生している。また、この地域は鉄道やバスなどの公共交通機関
が比較的充実しているにもかかわらず、自動車通勤が多い状況となっている。その対策として、集中する通勤
自動車の総量を減らし交通渋滞のピークの緩和と公共交通の利用促進を図るために、商工会議所や地域に
立地する事業所と行政、交通事業者などが連携し、宇治地域通勤交通社会実験（かしこいクルマの使い方を
考えるプロジェクト宇治）が実施された。

活用メニュー（制度・協議会等） 【自治体独自協議会】
・ 京都府では、平成 16 年度に、京都都市圏を対象地域として、「京都府交通需要マネジメント施策基本計画」

を、平成 17 年度には「京都府交通需要マネジメント推進プラン～都市圏交通戦略～」を策定し、環境的に持
続可能な、そして風格のある暮らしの実現を目指し、様々な交通政策に取り組んできた。さらに同年からモビリ
ティ・マネジメント（MM）に着手し、その一環として「宇治地域通勤交通社会実験推進会議」を設け、通勤交通
社会実験を実施した。

 取組の背景
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 実現したサービス

宇治市(京都府)：職場モビリティ・マネジメント

職場におけるモビリティ・マネジメントの実施



推進会議設置 【プロセス：体制構築】
・ 宇治地域通勤交通社会実験推進会議には、国土交通省近畿運輸局、京都府、宇治市、宇治警察署の他、地

元の有力企業、商工会議所、鉄道会社、バス会社、タクシー会社、NPO などがメンバーとして参加した。また、
交通問題の専門家である大学准教授がアドバイザーとして参画した。

意見のフィードバック 【プロセス：フォローアップ】
・ 調査結果を反映したクルマの使い方を振り返ってもらう動機付け冊子（説得冊子）、交通情報を提供しつつ、ア

ンケートを実施した。動機付け冊子（説得冊子）は、それまでの取組みで得られた意見がフィードバックされた
内容である。

マップの作成 【連携：交通事業者】【連携：NPO】
・ 交通事業者や NPO（京都府地球温暖化防止活動推進センター）の全面的な協力により質の高いマップが作

成された。

継続のための取組み 【教訓：連携強化の必要性】
・ ワンショット TFP を通じて寄せられた通勤者の声をもとに通勤環境の改善に努めることと、関係者が通勤交通社

会実験推進会議で一堂に会し、無理のない範囲で出来ることを議論する場が重要と考えられる。
・ 公共交通のダイヤ改正や路線変更にともなう通勤マップの更新について、継続的に行える体制を構築すること

が重要である。

 プロセスと調整

 創意工夫・知見・教訓

効果 【交通行動の変化】【道路交通渋滞緩和】
・ 朝通勤時の定期券外での鉄道利用者（近鉄大久保駅・JR 宇治駅・京阪宇治駅）が 2 年にわたる TFP の実施

前後の比較で約 30％増加（17 年度実施前：1,104 人→18 年度実施後：1,417 人）、アンケート対象地域である
宇治地域の 2 駅（JR 宇治駅・京阪宇治駅）に限っては定期外降車人員が約 45%増加（17 年度実施前：424 人
→18 年度実施後：613 人）、定期券での降車人員が約 4%増加（17 年度実施前：1,058 人→18 年度実施後：
1,096 人）などの効果が得られた。（利用者数は、朝は降車人員、夕は乗車人員を計測した。また近鉄駅は宇
治中心部から少し離れるため、京阪・JR 駅の効果を計測した。）また、事業所周辺での自動車利用が減少し徒
歩が増加するなど、交通行動の変化がみられた。

・ 市内の主要交差点においては、施策実施前後で、渋滞長が約 3 割減少した箇所もある。一方、通過交通・大
型車両の増加により渋滞長が増加した交差点もあるが、周辺の交通量が増加しているにもかかわらず、事業
所周辺では改善が進んだ。

負担 【都道府県負担】
・ 京都府の単独費及びインターネットを活用したTFPが運輸局の単独費で実施されている。（2年目の地図印刷

費の一部については市と鉄道 3 社が負担）

 効果と負担

連絡先：京都府建設交通部交通対策課 電話 075-414-4368
宇治市都市整備部交通政策課 電話 0774-22-3141

参考 URL：宇治地域通勤交通社会実験実施報告書（平成 18 年 3 月；宇治地域通勤交通社会実験推進会議）
http://www.pref.kyoto.jp/tdm/resources/ujicommuter2005-0.pdf

 連絡先、参考 URL 等
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図．通勤マップ（実際の地図を縮小した）
出典：「2006 年版宇治地域通勤マップ

（宇治市役所に勤務する方へ）」



図．通勤マップ
出典：「2006 年版宇治地域通勤マップ（宇治市役所に勤務する方へ）」
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 資料編

図．動機付け冊子

出典：「かしこいクルマの使い方」を考えるプロジェクト宇治 2006


